別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名:県信用保証協会出捐金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部 中小企業課 資金融資担当　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,600千円（前年度予算額：1,600千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）目的

信用保証協会は担保や信用力が不足している中小企業者が金融機関から事業資金を借り入れる際の公的な保証人（信用保証）の機能を担っており、その経営基盤を強化することにより、中小企業者に対する資金供給の円滑化を図る。
（２）内容
　　　県が岐阜県信用保証協会に出捐する。（継続して市町村とともに実施する。）
　　（参考）

・信用保証は、県下中小企業の３社に１社の割合で利用されている。

　　　・平成２２年度末の岐阜県信用保証協会における基本財産（民間企業の資本金相
当）のうち県の出捐金を含む基金残高は、全国５２協会中４８位と低い状況に

ある。
　　　・岐阜県信用保証協会の定款により、基本財産等の５６．６倍を限度に承諾保証
を行うこととしている。
	２　所要経費


　平成２３年度と同額とする。
　　県出捐金：1,600千円（市町村出捐金：1,600千円）

　　→岐阜県信用保証協会から県及び市町村に対する要望額
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

 　　モノづくり企業の集積を高めるために

・地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置づけ、モノづくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくります。
	２　これまでの取組状況


　昭和２５年以降、岐阜県信用保証協会の経営基盤の強化策として、県は市町村や金融機関（金融機関は負担金）とともに出捐し、平成２２年度末の基金残高は3,931百万円となっている。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２２年度末の岐阜県信用保証協会における保証債務残高は、542,821百万円であり、前年度比97.8％と、先行き不透明な景況による資金需要が縮小するなか若干減少したものの、資金を必要とする中小企業者に対する資金供給の円滑化に対応できた。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	要求額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	1月20日時点査定額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


